
（特定公募型研究開発業務勘定）

（単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 4,436,915,540

前渡金 97,245,799

賞与引当金見返（注） 3,522,163

未収金 19,714,538

流動資産合計 4,557,398,040

資産合計 4,557,398,040

負債の部

Ⅰ　流動負債

預り補助金等（注） 1,586,711,000

未払金 73,597,511

未払費用 270,197

未払法人税等 275,880

預り金 116,157

賞与引当金 3,522,163

流動負債合計 1,664,492,908

Ⅱ　固定負債

長期預り補助金等（注） 2,892,905,132

固定負債合計 2,892,905,132

負債合計 4,557,398,040

純資産の部

Ⅰ　利益剰余金

当期未処分利益 0

（うち当期総利益 0 )

利益剰余金合計 0

純資産合計 0

負債純資産合計 4,557,398,040

（注） これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

貸　借　対　照　表
（令和７年３月３１日現在）



（特定公募型研究開発業務勘定）

（単位：円）

Ⅰ 損益計算書上の費用

業務費 1,928,706,772

一般管理費 28,791,842

法人税、住民税及び事業税 275,880

損益計算書上の費用合計 1,957,774,494

Ⅱ 行政コスト 1,957,774,494

行　政　コ　ス　ト　計　算　書

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）



（特定公募型研究開発業務勘定）

経常費用
業務費

人件費 53,483,573
賞与引当金繰入 1,883,111
外部委託費 1,794,560,685
支払リース料・賃借料 449,900
旅費交通費 1,744,856
図書印刷費 65,815
雑費 76,518,832 1,928,706,772

一般管理費
人件費 20,416,804
賞与引当金繰入 1,639,052
支払リース料・賃借料 4,465,049
保守・修繕費 381,122
水道光熱費 114,044
旅費交通費 5,651
雑費 1,770,120 28,791,842

経常費用合計 1,957,498,614

経常収益
補助金等収益（注） 1,938,779,763
賞与引当金見返に係る収益（注） 3,522,163
財務収益

受取利息 4,719,276
雑益 10,753,292
経常収益合計 1,957,774,494

経常利益 275,880

税引前当期純利益 275,880
法人税、住民税及び事業税 275,880
当期純利益 0
当期総利益 0

（注） これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

損　益　計　算　書
（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

（単位：円）



（特定公募型研究開発業務勘定）

（単位：円）

うち当期総利益

－ － － －

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ 利益剰余金の当期変動額

( 1 ) 利益の処分又は損失の処理

( 2 ) その他

当期純利益 － － － －

当期変動額合計 － － － －

当期末残高 － － － －

純資産合計

Ⅰ　利益剰余金

当期首残高

当期変動額

資本金の当期変動額

資本剰余金の当期変動額

純資産変動計算書
（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

当期未処分利益
利益剰余金

合計



（特定公募型研究開発業務勘定）

（単位：円）
Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 1,646,360,109
人件費支出 △ 68,056,235
その他の業務支出 △ 7,805,201
補助金等収入 2,100,000,000
その他の事業収入 10,753,292

小計 388,531,747
利息の受取額 4,719,276
法人税等の支払額 △ 321,100

    業務活動によるキャッシュ・フロー 392,929,923

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 △ 2,000,000,000
定期預金の払戻による収入 2,000,000,000

    投資活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅲ 資金増加額 392,929,923

Ⅳ 資金期首残高 4,043,985,617

Ⅴ 資金期末残高 4,436,915,540

キャッシュ・フロー計算書
（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）



（特定公募型研究開発業務勘定）

（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 0

当期総利益 0

Ⅱ　利益処分額

積立金 0
0

利益の処分に関する書類



（特定公募型研究開発業務勘定）

重要な会計方針

１．引当金の計上基準

（１） 賞与引当金

（２） 退職給付引当金

　

２．消費税等の会計処理

   　消費税等の会計処理は、税込方式を採用しております。

 　国等からの出向者である役職員であり、退職手当も支給しないこととされているため、退職給付に係る引当金
は計上しておりません。

　 役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上しておりま
す。なお、役職員の賞与については、補助金により財源措置がなされる見込みであるため、賞与引当金と同額を
賞与引当金見返として計上しております。



（特定公募型研究開発業務勘定）

注記事項

１． 貸借対照表関係

該当事項はありません。

２． 行政コスト計算書関係

（1）国立研究開発法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト 1,957,774,494 円

自己収入等 △ 15,472,568 円

法人税等及び国庫納付額 △ 275,880 円

機会費用 994,414 円

1,943,020,460 円

（2）機会費用の計上方法

３． 損益計算書関係

（1）経常費用の主な内訳

① 業務費　人件費の内訳

給与、賞与及び諸手当 15,950,896 円

法定福利費 7,236,763 円

その他人件費 30,295,914 円

② 一般管理費　人件費の内訳

役員報酬 190,842 円

給与、賞与及び諸手当 16,747,324 円

法定福利費 2,884,189 円

その他人件費 594,449 円

４． キャッシュ・フロー計算書関係

（1） 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 4,436,915,540 円

資金期末残高 4,436,915,540 円

５． 金融商品に関する注記

（1）金融商品の状況に関する事項

（2）金融商品の時価等に関する事項
　現金は注記を省略しており、預金、未収金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略してお
ります。

国立研究開発法人の業務運営に関し
て国民の負担に帰せられるコスト

　 当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、国立研究開発法人での勤務時間に対応する部分につ
いて、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算しております。

　資金運用については、独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づき、預金に限定しております。

国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法



（特定公募型研究開発業務勘定）

１．引当金の明細
（単位：円）

２．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（１）補助金等の明細
（単位：円）

（注） 長期預り補助金等には預り補助金等の金額を含んでおります。

（２）長期預り補助金等の明細
（単位：円）

（注） 長期預り補助金等には預り補助金等の金額を含んでおります。

３．役員及び職員の給与の明細
（単位：千円，人）

（注）

1．

契約職員に対する給与の支給の基準：国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構の契約職員規程に基づき支給しております。

2． 役員について期末現在の人数と上表の支給人員数は異なっております。

3． 支給人員は年間平均支給人員数を記載しております。

4． 非常勤の役員、再雇用職員及び契約職員について外数として（　　）で記載しております。

5．

6． 支給額の千円未満は切り捨てて計上しております。

上記明細は「役員報酬」、「給与、賞与及び諸手当」、「退職金」及び「その他人件費」により構成されており、中長期計画に定める予算上の人件費とは異なっております。

再雇用職員に対する給与の支給の基準：国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構の再雇用職員規程及び定年前再雇用職員規程に基づき支給しております。

資本剰余金

区　　　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　　　要

革新的研究開発推進基金補助金

0

摘　　　　　要建設仮勘定 引当金見返

補助金等

154,972,370

154,972,370

(-) (-)

　　合　　計

0 1,940,985,973

(-)

0

00 1,940,985,973

36,739

革新的研究開発推進基金補助金 4,322,437,552 1,940,985,973 1,783,807,393 4,479,616,132 当期減少額は、研究委託費

－ －0

支給人員 支  給  額支  給  額 

(-)

1,940,985,973 1,783,807,393　　合　　計 4,322,437,552

2,100,000,000

目的使用

4,041,657

区　　　　　分
当期減少額

0

190

4,041,657

(-) (-)

報 酬 又 は 給 与

2,100,000,000

当期交付額区　　　　　分

4,479,616,132

(30,890)

支給人員

退　職　手　当

(5)

役             員

区             分

0

職員に対する給与等の支給の基準：国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構の職員給与規程及び職員退職手当支給規程に基づき支給しております。

(5)

合             計 4

4

(-)

－

役員に対する報酬等の支給の基準：国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構の役員給与規程及び役員退職手当支給規程に基づき支給しております。

－ －

36,930

(-)

－

職             員

(30,890)

4,041,657

（注）

左の会計処理内訳

収益計上
見返補助金等 との相殺額

計 4,041,657 3,522,163

3,522,1634,041,6574,041,657

期首残高 期末残高当期増加額

3,522,163

3,522,163

摘　　　　　要
その他

0

賞与引当金

長期預り
補助金等

資産見返
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